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１　はじめに

1.1　研究の背景
1.1.1　製品開発とマネジメント・コントロール・システム（MCS）

製品開発については，従来からその特徴として不確実性が高いことが指摘されてきた。
そのような製品開発において，マネジメント・コントロール・システム（以下 MCS と表
記）が機能するのかという点については，不確実性が高い中でも機能し，戦略実現という
大きな目的に対し，効果を発揮することが指摘されるなど，肯定的な研究がなされてき
た（1）。

1.1.2　近年の企業環境の変化と MCS
特に近年では，市場の変化スピードの加速化，消費者の嗜好の多様化といった企業環境

の不確実性の高まりも加わり，MCS がいかにイノベーションを誘発して新製品開発に貢
献するか，という研究や（2），製品開発に直接関わる設計部門のような組織と営業部門，製
造部門，サービス部門のような企業内の別組織や他企業との連携が進む中での MCS の具
体的な役割・機能について研究がなされてきている（3）。

1.1.3　製品開発における組織形態としてのマトリクス組織
その製品開発を遂行する際の組織形態の一つとして，いわゆるマトリクス組織がある。
職能部門（以下部門と表記）を横断して目的別の組織を編成，部門と目的別組織が交差

（1） Simons（1987）, Dent（1990）, Guputa and Wilemon（1990）, Abernethy and Brownell（1997）, Langfield-
Smith（1997）, Davila（2000），西村（2001），諸藤（2002）等。

（2） Gordon and Narayanan（1984）, Simons（2000）, Davila（2005），大槻（2008），横田（2011）等。
（3） Cooper and Kleinschmidt（1987）, Guputa and Wilemon（1990）, Abernethy（1995）, Schilling and Hill（1998）

等。
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して構成される組織である。
下記は内資製薬企業での医薬品開発におけるマトリクス組織の例である。横軸が目的別

組織のプロジェクト，縦軸が部門である（4）。

図表１　医薬品開発におけるマトリクス組織

 出典：筆者作成

マトリクス組織の目的について鈴木（1998, p.49）は「職能別部門における効率性と目
的別部門における市場対応性を同時に達成しようとすることと考えられる」とする。目的
別部門を編成して市場の変化に対応しながら，部門が持つ専門性を活用して効率よく対応
していくための組織，という位置づけができる。

1.1.4　本稿で取り扱う事例
本稿で取り上げる自動車部品メーカーＡ社のカーナビゲーション開発は，部門を中心に

実施されていた。即ち個別製品を構成する，ハード部分の開発を担当するハード部門，ソ
フト部分の開発を担当するソフト部門，そして顧客である自動車メーカーとの間で仕様の
実現を担当するシステム部門の３つの部門が並び，開発が進められていた。

（4） 製薬企業は，内資企業の中でも，他業種より早くプロジェクト制が導入された。企業によってもプロジェ
クトの位置づけ，プロジェクトと部門の関係，プロジェクトマネージャと部門長の権限・責任範囲，プロ
ジェクトべースでの管理内容は，千差万別である。
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図表２　カーナビゲーション事業部と開発関連部門

 出典：筆者作成

そのような開発体制のもと，①年度ベースで開発予算が，年度末を迎える前に枯渇する，
また②自動車メーカーとの契約締結時点での開発予算額を厳守できない，という事態が続
いていた。

原因として考えられていたのは下記のような点であった。
・システム部門が顧客と決める仕様の伝達・共有が，ソフト部門およびハード部門との

間で正確な内容でなされておらず，仕様と異なる開発がなされてしまう。結果開発が
やり直しになり，開発予算の無駄遣いが発生する。

・ソフト部門，ハード部門がそれぞれの担当機能について別々に開発作業を行うため，
製品を単位とした仕様や機能の調整，また開発予算の調整が行えない。

・システム部門が，ソフト部門とハード部門に開発の難易度を確認することなく仕様を
自動車メーカーと決めて契約してしまうため，契約時点で決まる開発予算が現実的で
ない。

このようなことから，システム部門，ソフト部門，ハード部門の連携強化と３部門を通
じての予算管理が必要と判断された。

そして具体的には，自動車メーカーとの仕様決めの段階から開発・テストの終了に至る
まで，チームとしての協業体制を導入することにした。

部門を横断して開発プロジェクトチームを編成して，開発活動・開発予算管理を行うこ
とになったのである。

1.1.5　部門中心の予算管理で起こりうる問題
しかし部門をベースとする組織に，部門を横断する組織を新たに編成したからといっ

て，部門横断組織を中心に開発活動と開発予算の管理が実行されるようになるかどうかは
また別の課題である。事実，内資製薬企業の新薬開発では，部門を跨ぐ形で開発プロジェ
クトチームが編成されて責任者としてプロジェクトマネージャが任命される体制で開発が
進められるケースが多く見られるが，予算管理は部門中心になされている。

そのようになってしまう理由は次の通りである。部門責任者がプロジェクトマネージャ
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に対して職位上優位であれば（5），プロジェクトベースの予算管理の実現の困難は無理から
ぬことである。しかしこのことは，プロジェクトの遂行上，問題を引き起こす可能性があ
る。マトリクス組織では部門が様々なプロジェクトに参画する。部門責任者は，プロジェ
クト間で優先順位をつけて活動を行う。プロジェクトマネージャからすれば担当プロジェ
クトの優先度を部門が下げ，作業が滞るという事態に直面する可能性がある（6）。

1.1.6　PBGT の提唱
部門中心の組織において，部門を跨ぐプロジェクトをベースに予算管理が実施されない

状況に対し，鈴木・松岡（2004）により提唱されたのが，Pbudgeting（以下 PBGT と表記）
と名付けた予算管理のフレームワークである。PBGT は戦略を実現するためのプログラム
と，プログラム実行のための活動であるプロジェクトを組織の予算管理の中心におく。プ
ロジェクトをベースに予算管理を柔軟に行い，組織としての予算を無駄なく運用すること
を企図している。

鈴木（2011，pp.201-203）は，まずプログラムを「事業における目標を達成するために
中期的に取り組むシナリオ」とする。そしてプログラム遂行のための活動計画について

「どのような体制で誰がいつ何を行うかを計画する」とする。その体制には「プロジェク
トと部門の二つがある」とし，プロジェクトは「臨時的でこれまで経験の少ないユニーク
な非定常活動を行うことに適した体制である。プログラムがこのような性格をもっていた
場合にはプロジェクトが新たに編成される。一方，プログラムが部門でなされる定常的な
活動のなかで遂行可能な場合には部門が選択される」とする。

1.2　研究の目的
1.2.1　研究の目的とリサーチクエスチョン

本研究の目的は，マトリクス組織においてプロジェクトをベースとして予算管理が柔軟
に実施されない事態の解消における PBGT の有効性を検証し，予算管理のフレームワー
クとして具体化することである。

方法としてアクションリサーチを採用し，下記をリサーチクエスチョンに設定する。
＜リサーチクエスチョン＞：
PBGT に基づく予算管理がどのように機能して，プロジェクトをベースに予算管理が
柔軟に行われるようになり，予算管理上の成果が実現するのか。

1.2.2　リサーチサイトと選定理由
リサーチサイトは内資自動車部品メーカーＡ社のカーナビゲーション開発業務である。
選定理由は，Ａ社においては，①部門組織が顧客別組織に再編成され，②顧客別組織の

（5） 内資製薬企業の新薬開発においては，プロジェクトマネージャは，プロジェクトマネジメント部門の一部
員に過ぎず，他の部門の部門責任者よりも職位上は下位であることが一般的である。

（6） たとえば，芝尾芳昭氏は自身の豊富なプロジェクトマネジメントに関わる経験則に基づいて述べている。
「極端な話ではあるが，ある部門がそのプロジェクトの優先順位を低いと判断すると，その部門が担当する
作業の推進力が落ち，それがプロジェクト全体の推進力にも影響を与え，結果としてプロジェクト成果が
達成しにくいといった状況さえ起こりうる」（芝尾，2009，p.20）。
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元に開発製品ごとのプロジェクト組織を置く体制へ移行し，開発活動と予算の管理が行わ
れることになり，PBGT に基づく予算管理の導入と効果検証に適していると判断されたか
らである。

実際の PBGT の導入は２段階にわけて実施された。まず①プロジェクト組織をベース
とする開発活動・開発予算管理の導入，続いて②部門組織を顧客別組織に再編成して，顧
客別組織をベースとする開発活動・開発予算管理の導入と続いた。

本稿では，第１段階のプロジェクト組織をベースとする開発活動・開発予算管理の導入
を扱う。部門組織を跨ぐ形でプロジェクト組織を編成し，このプロジェクト組織を中心に
開発活動と予算管理を行った結果，どのような予算管理上の成果が上がったのかを明らか
にする。

なお第２段階の部門組織を顧客別組織に再編成し，顧客別組織をベースとした開発活
動・開発予算管理の導入については，別稿として改めて扱うこととする。

本稿の構成は次の通りである。第２節にて，PBGT とその基礎となる Program & 
Project Management For Enterprise Innovation（以下 P2M と表記）について概説した
上で，マトリクス組織におけるプロジェクトと部門，およびそれらの上位概念であるプロ
グラムを含めた相互関係や予算管理に関する先行研究を明らかにし，仮説を立案する。第
３節で，リサーチデザインを解説，第４節でアクションリサーチを説明，仮説についての
観察結果を述べる。第５節で考察を行い，第６節で本稿をまとめ，今後の展望を述べてむ
すびとする。

２　先行研究

2.1　P2M におけるプログラムとプロジェクト概念
PBGT の基礎となっている P2M でのプログラムとプロジェクト概念を概説する。
P2M は，プログラムを「全体使命を実現する複数のプロジェクトが有機的に結合され

た事業（PMAJ, 2003, p.53）」としており，この定義から，プログラムが複数のプロジェ
クトから構成されることが分かる。

次に，P2M はプロジェクトを「特定使命を受けて，資源，状況など特定の制約条件の
もとで，特定期間内に実施する将来に向けた価値創造事業」と定義している（PMAJ, 
2003, p.28）。
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図表３　P2M と Project & Program Budgeting（PBGT）のフレームワーク

 出典：鈴木・松岡（2004, p.27）に基づいて作成。

2.2　PBGT とその意義
PBGT は P2M を基礎とする図表３の手続を踏む予算管理のフレームワークである。以

下この項は，鈴木・松岡（2004，pp.27-29）を参照している。
まず，P2M のプロファイリングマネジメントにより企業のあるべき姿が描かれて戦略

が立案されて財務目標が設定される。
続いて戦略実現のために，P2M のプログラム戦略マネジメントによりプログラム群が

設定され，各プログラムの予算を財務目標から編成する。
次に各プログラム目標達成のために，アーキテクチャマネジメントにより有機的に関係

づけられたプロジェクト群を編成し，予算をプログラムから各プロジェクトへ展開する。
プログラム予算は部門利益計画にも反映される。部門利益計画はプログラムの効果を反

映する部分と，プログラムの影響を受けず，部門内での改善を見越して財務目標を反映し
た部分から策定される。

プロジェクト予算と部門利益計画は最終的に年度部門予算に反映される。
予算が割り当てられたプロジェクトは，プラットフォームマネジメントにより組織全体

やプロジェクトチーム内で合意形成がなされた上で実行される。
プロジェクト予算，年度部門予算の執行が開始されると，実績が測定されて評価され，

プログラム予算やプロジェクト予算，また年度部門予算の修正へ反映される。
PBGT の意義として，戦略実現のためのシナリオであるプログラムの実行にあたり，実

行組織であるプロジェクトに財務的な裏づけを与えた上で，部門予算管理に優先させる点
が指摘されている。そしてその際プログラムとプロジェクト予算と，部門予算のつながり
が明確である点に特徴があるとし，この特徴がプロジェクトの実績に対する部門の注意を
喚起するとされる。

即ち，プロジェクト予算管理が部門予算管理の上位におかれ，プロジェクト予算と部門
予算のつながりが明確であるために，部門は部門予算の達成を目指すのと同時に，部門が
係わる多くのプロジェクトの予算も達成することを動機づけられる。そのため部門の判断
で，あるプロジェクトの予算を別のプロジェクトに付け替え，あるプロジェクトの活動を
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犠牲にする，といったことを避けるようになるのである。

2.3　プロジェクトと部門との関係にかかわる研究
Morris（1990）は，プロジェクトを遂行するためだけに人的リソース等を整備すること

はコスト面で組織全体にとってはマイナスであり，部門を使ったマトリクス組織にならざ
るを得ず，ただしマトリクス組織の適切な構築のためには，組織全体として取り組みが必
要であることを訴える。

Kerzner（2003）は，部門を跨ぐ組織としてプロジェクトを位置づけマトリクス組織を
前提にプロジェクトのマネジメントを論じており，プロジェクトが部門を越えてのコミュ
ニケーションやコーディネーションの改善につながるとする。またプロジェクトマネー
ジャは企業全体の業務を理解して総合的なビジネス判断を行うという教育機会を得られる
とする。一方，リソースについては，部門長が管理権限を持ち続けるので，プロジェクト
マネージャは関連部門へ働きかけながら責任を負うことになり，プロジェクトが必ずしも
円滑に運営されるわけではない点を懸念し，対策として上級マネージャの関与とスポン
サーシップの必要性を訴える。上級マネジメント層が関わり部門長との間でリソース調整
に関与することの必要性は，Engwalla and Jerbrant（2003）でも指摘され，プロジェク
トマネージャは上級マネジメント層に訴えて優先度が高いことを認識させ，部門長に働き
かけてもらう必要があるとする。

近年では Kerzner（2011）は，プロジェクトマネージャは立案された計画に沿ってプロ
ジェクトをただ実行するのではなく，戦略とのつながりを明確にして計画策定にも関与し
た上で，実行，結果責任を負う必要があり，部門長へ積極的に働きかけることの必要性も
再度指摘する。

先行研究では，プロジェクトと部門の関係において，プロジェクト活動を進めるために，
部門側の協力を取付けることの必要性とその際に上位マネジメント層を巻き込むことの必
要性が論じられている。PBGT でも，プロジェクトと部門間で，協力への働きかけと協力
が動機づけられることが期待されており（鈴木・松岡，2004，pp.29-30），上位マネジメ
ント層の巻き込みの点を含め検証する必要がある。

また部門間活動の増加をうけて部門責任者の意識・行動が変化しつつある中で，関わる
個々のプロジェクトにより配慮して活動し，プロジェクトごとに予算達成に向けて取り組
むようになるかを検証する必要がある。

プロジェクトマネージャと部門責任者の相互の動機づけに関して以下２点を仮説とす
る。

仮説１: プロジェクトマネージャは，予算達成のために部門をプロジェクトに貢献させ
ることを動機づけられる。その際，上位マネジメント層も巻き込もうとする。
仮説２: 部門責任者は，個々のプロジェクト予算達成を動機づけられる。

2.4　プロジェクトと予算の関係についての研究
Kerzner はプログラムやプロジェクトという言葉は用いていないものの，研究開発の予

算を題材として論じる中で，その研究開発の成果をもって企業として何を目指すのかとい
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う戦略そのものと結びつくかたちで，研究開発の予算化を行う必要があり，その予算と企
業としての単年度予算及び年度を跨ぐような予算も密接に結びついている必要があると論
じている（Kerzner, 1984）。

小原は，全社戦略からからブレークダウンされた改革方針，改革計画の中で設定される
プログラムに，コアリーダーがそのドライブ役として任命された上で，実行をコミットす
るのと同時に，資源についても明確に制度化された中で権限を持つ必要があり，それがな
ければ改革計画は「絵餅」になると指摘する（小原 , 2007）。

Kilmann（1983）は，部門間で相互に依存しあう活動は様々であり，現状の部門構成で
予算や人的リソース調整で問題がおこるなら部門を再構成しなければいけないとして，部
門横断的な活動をトリガーとする部門の再構成の可能性に言及している。

仲村（2009）は，医薬品開発での予算管理を題材に，開発業務に直接関連する予算と，
部門活動の予算を区別し，開発業務に直接関連する予算を，単年度を超え，部門や勘定科
目間で柔軟に付け替えて管理することと，企業業績間に正の相関があることを実証してい
る。

一方で部門側の変化として，先の Frow et al.（2010, 458）の指摘にもあるように，部
門間活動が増える中で，組織全体での目標達成にむけて，部門責任者が自部門の予算に固
執することなく，部門間活動のために予算を捻出しようと，部門間でアロケーションまで
含めた予算修正を，上位マネジメント層も巻き込んで行うようになってきている。

先行研究では，プロジェクト活動のために予算の裏付けがなされることの必要性が指摘
されており，PBGT により，プロジェクト実行のために必要な予算の裏付けが部門に優先
してなされるのかを検証する必要がある。また部門間活動の増加が，部門責任者による部
門予算の管理にあたっての行動に影響があることが指摘されており，PBGT によりプロ
ジェクト中心に予算管理が実施されることで，プロジェクトから部門への予算割り当て分
については，部門側がプロジェクト推進を第一に運用するかどうかを検証する必要があ
る。

仮説３: プロジェクト実行のための予算の裏づけが，部門の意向に優先してなされ，部
門もプロジェクトを最優先に運用する。

2.5　プロジェクトでの業績評価と評価を通じての成果についての研究
部門横断的な活動の存在を前提とする業績評価の仕組みを探求する研究もなされてきて

いる。頼（1999）は，日本企業の組織特性としてヒエラルキーに加えて水平的なコミュニ
ケーションのメカニズムが重要な役割を果たしており，個人に責任を負わせる伝統的な業
績管理会計が，部門間での水平的な相互作用や情報の共有を妨げないように再構築されな
くてはならないとする。彼は，チームとして活動する部門横断組織においては役割が柔軟
化するが，部門間でお互いに立場・存在意義を認識し，協働で目標達成へのコミットメン
トが成立することが重要であるとし，会計の役割は，部門間でのコンフリクト発生時に，
部門を超えるメンバー間の相互作用に影響を与え間接的にコントロールするための情報提
供であるとする。

Rowe（2004，p.1176； 2008，p.192）は，部門を越えるチーム組織での活動が増える中で，
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メンバー評価の難しさの問題が，会計レポートを部門横断的な組織形態ベースにするこ
と，チームの構造をなるべくメンバーが face to face な組織で作業を行うような体制にす
ることで，フリーライドの問題の解消につながり業績向上にも貢献し，部門単位との業績
評価も同時に可能であるとする。

Frow et. al（2010）は，部門間で相互に関連する活動が増える中で，部門マネージャ個々
人の管理責任の範囲を明確にすることが難しくなってきているが，その変化は個々人のモ
チベーションを下げるわけではなく，部門マネージャ達は相互に非公式・公式な方法を組
み合わせて調整作業を行い柔軟に対応するようになってきており，組織全体での目標達成
への貢献と，個々人の説明責任を果たすことの両立に前向きになっているとする。

Chen et al. （2012）は，部門間のチームレベルでの評価，個人レベルでの評価のあり方
に言及し，チーム単位での評価制度は創造性につながるが，個人の場合は個人の努力を促
すものの，創造性という点では有効でないとする。

報奨制度も含めた業績評価のあり方について，Towry（2003）は水平的な自律的組織
をベースとするインセンティブシステムの方が，垂直的な組織をベースとするシステムよ
りも有効であり，チームとしてのアイデンティティの強さにより，その有効性の高低が変
動するとする。部門横断的なチームをベースとするインセンティブシステムの有効性も検
証が進められてきた。

いずれの研究も，部門を越える組織やその活動の存在を前提に，業績評価の方法を提唱
したり，業績向上に貢献することの検証を進めるものであるが，PBGT を導入することで，
部門を跨ぐプロジェクト組織においてどのような業績評価が行え，業績向上をもたらすの
かを検証する。

仮説４: プロジェクトが業績評価の枠組みとして機能し，予算管理上の成果が実現する。

３　リサーチデザイン

3.1　リサーチサイト
リサーチ対象企業は，内資自動車部品メーカーＡ社で，年間の連結売上金額は３兆円で

ある。リサーチ対象業務は，カーナビゲーションの新製品開発である。

3.1.1　Ａ社の特徴
3.1.1.1　カーナビゲーション開発体制

個別の製品開発ごとに，開発関連部門である，システム部門，ソフト部門，ハード部門
から担当者が選定され，開発作業を行う。

システム部門は製品仕様の実現，ソフト部門はソフトウェアの開発，ハード部門はハー
ドウェアの開発の責任を負った。

カーナビゲーション事業部全体の開発予算を管理し，事業部長を支援する役割を企画部
が担った。企画部は個別カーナビゲーション製品の採算管理を行い，個別製品ごとの開発
予算を決める事業部長を支援した。
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図表４　カーナビゲーション事業部体制図（再掲）

 出典：筆者作成

3.1.1.2　仕様決めから，開発，完成までの流れ
製品の仕様決めからテストの終了までで，多くの製品は複数年を要する。
システム部は製品の仕様決めから，ハード・ソフト概要設計まで担当した。
ソフトおよびハードの概要設計が終了した段階で，自動車メーカーとの受発注契約が結

ばれた。受発注契約が結ばれるタイミングで，契約金額に基づいて企画部が採算計算を行
い，開発予算が算定された。

図表５　開発プロセスと担当部門

 出典：筆者作成

ハード・ソフトそれぞれの詳細設計および開発はソフト部・ハード部の担当とされた。
製品仕様とハード・ソフトの概要設計に応じて，ハード・ソフトそれぞれの詳細設計が行
われた上で，開発作業が着手された。

開発の最終段階で，ハード部が最終的に製品としての組立を行った。
組立を含めて開発が終わると，システム部が製品仕様どおりに開発がなされているかに

ついて最終確認としてテストを行った。
ハード・ソフトの詳細設計以降，開発，テストまで含めて作業を実際に担当するのは外

注業者であり，外注費が，カーナビゲーション事業部がもつ年間開発予算の85% を占め
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た。

3.1.1.3　予算管理について
カーナビゲーション事業部としての開発予算の管理は年度を単位に実施された。
予算管理の権限をもち責任を負うのは各部門長であった。

3.1.1.3.1　年度予算編成時
年度の予算編成においては，当該年度の作業を実施する，ハード部，ソフト部，システ

ム部が，それぞれ部の担当する作業（ハード部とソフト部は，ハード・ソフトの詳細設計
と開発，システム部はハード・ソフトの概要設計までとテスト）の年間計画に応じて予算
を申請した。

各部は製品ごとの作業内容を部の中で精査した上で費用を見積もり，部で取りまとめた
ものが企画部経由で事業部長に提出された。

事業部長のレベルで予算が決まると，それは各部に展開され，開発関連各部の中では，
各担当者へ製品ごとの開発予算額が示され，その作業の完遂と予算遵守が厳命された。

図表６　PBGT 導入前の年度予算編成ステップ

 出典：筆者作成
3.1.1.3.2　年度の開始後

年度内の予算管理は，各部門において，各部門長の権限と責任のもとで実施された。
半期に一度事業部長の下で，各部門についての業績評価が実施された。
その業績評価では，ハードとソフト各部のそれぞれの活動計画と予算に対する実績につ

いてであった。

3.1.1.3.3　製品別の予算管理
製品全体としての予算管理は，受注が決まるまでと，テスト開始後に行われた。
ソフトとハードの各部が，製品を構成する部品について作業を行っている段階では，製

品別の予算管理はなされなかった。

3.2　リサーチ実施体制
開発関連の全部門である，ソフト部，ハード部，システム部の部門長達が旗振り役とな

り，開発関連全３部門と，企画部が参画した。

3.3　リサーチ実施時期
2005年４月から2008年３月。プロジェクトベースの活動・予算管理の導入についてであ

る。
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４　アクションリサーチとその結果

4.1　リサーチ開始前の状況
4.1.1　発生していた事態
4.1.1.1　年度末前の年度開発予算の枯渇

年度末を迎える前に，開発関連部門の年度開発予算が底をついてしまっていた。特にソ
フト部門は深刻で，ソフト開発案件ベースで約60% の案件の実績が予算をオーバーして
しまっていた。

ソフト開発の担当者は予算不足の見通しが立つと，部門長に上申し，部門長はプールし
ておいていた予算か，それでも足りない場合は事業部長に上申し，予算の不足分を補填し
ていた。

4.1.1.2　契約時点での予算金額に対する実績の超過
システム部が担当して，ハードとソフトそれぞれの概要設計内容を顧客である自動車

メーカーとの間で合意して，契約が結ばれる。その時点で，製品トータル，およびハード，
ソフトそれぞれの開発予算額も決まった。

しかしその時点で決まった開発予算額内で開発が終了するケースは約50% にとどまっ
た。

4.1.2　その原因
4.1.2.1　ハード部・ソフト部が係わらない仕様検討・概要設計

顧客との契約時点で開発予算が算定されていたが，ソフト部，ハード部がそれぞれ詳細
設計や開発を行う中で，その予算額内では作業を完了することができないことが判明し，
追加で予算申請がなされるケースが多く発生していた。

ソフト部・ハード部が加わらずに，製品仕様がシステム部中心に顧客と検討されてソフ
トとハードの概要設計までなされ，契約締結に至ることが問題とされた。

4.1.2.2　詳細設計開始後，製品単位での予算管理の欠如
ハード・ソフトそれぞれの詳細設計開始後，開発終了までは，予算の編成や業績評価は

ソフトとハードに別れ，各部で実施された。
詳細設計や開発の開始後，契約時点での予算額の遵守が困難になっても，製品レベルで

仕様を見直して予算を見直す，といったことまではなされなかった。
また，要求される製品仕様に対して，機能がオーバースペックなまま開発が進められ，

開発予算の無駄遣いが発生するケースも見られた。

4.1.2.3　システム部が係わらない詳細設計・開発
システム部はソフト・ハードそれぞれの概要設計が終了すると，その後はテストの開始

までは作業に加わらなかった。そのため，顧客と確定させた製品仕様がハード部・ソフト
部に正確な内容で伝わっていないケースがあった。結果，テストの段階で仕様漏れが発覚
し，開発のやり直しに伴う予算の無駄遣いが発生していた。



─　 ─195

4.1.2.4　予算遵守の意識の弱さ
ハード・ソフトの各担当者達は，自らの作業範囲と開発内容にのみ意識を払って作業を

進めていた。予算が足りなければ追加で申請，それが部門長に承認されることが通常で
あったため，決まった予算の中で作業をやりきるという意識は強くもたれてはいなかっ
た。

4.2　アクションリサーチにおける実施事項
原因の解消のために以下４つの施策が実行された。

4.2.1　製品開発プロジェクトの編成とプロジェクトベースでの開発活動・開発予算管理
個別の製品開発について，システム部，ソフト部，ハード部を跨ぐ形で製品開発プロ

ジェトを編成した。各プロジェクトには，プロジェクトマネージャを中心に，ソフト担当，
ハード担当がおかれた。

プロジェクトマネージャはシステム部の担当者が務めることになった。プロジェクトマ
ネージャは個別製品についての活動の実行責任と予算の説明責任を負うことになった。ま
た，ソフト・ハードの概要設計および契約まででなく，詳細設計と開発中もプロジェクト
関わることになった。

ハード担当およびソフト担当も，従来はハード・ソフトそれぞれの詳細設計から作業に
参加していたが，製品仕様の詳細化の段階から参加することになった。

予算管理権限を部門長が部ごとに持つのは変わらなかった。

図表７　PBGT 導入後カーナビゲーション事業部体制図

 出典：筆者作成
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図表８　PBGT 導入前後の開発プロセスと担当部門

 出典：筆者作成

4.2.2　複数年のプロジェクト計画とプロジェクト予算をベースに年度予算を編成
まず，事業部長から年度のプロジェクト予算案の作成指示をうけると，プロジェクトマ

ネージャが，複数年のプロジェクト活動計画と予算をベースに，プロジェクトの年間活動
計画，部門の各担当が年間活動計画を具体化して，共有・調整する。

その上で部門の担当がプロジェク活動で年間に発生する費用を，複数年のプロジェクト
予算を参照して確認・修正，プロジェクトマネージャがまとめて事業部長へ申請する。

承認されたプロジェクトベースの予算は，各部門へ展開されることになった。
部門への展開後は，部門長の下で管理が行われる点は変わらなかった。

図表９　PBGT 導入前後の年度予算編成プロセス

 出典：筆者作成

4.2.3　プロジェクトマネージャが月次で部門長達にプロジェクト業績を報告
プロジェクトマネージャは毎月下記を行い，システム・ハード・ソフトの各部門長が同

席して主催される月次進捗・予算会議へ報告，承諾を得ることになった。
・各部門から年度活動計画と年度予算に対する実績をとりまとめ
・プロジェクト活動計画とプロジェクト予算を実績と比較，部門メンバーと差異分析
・差異に対する対策の考案
・活動計画と予算の見通し（複数年）を分析
ただし，プロジェクト予算の管理責任は部門責任者にある点は，PBGT 導入前と変わら
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なかった。プロジェクトマネージャは，プロジェクト全体の活動については責任を負った
が，プロジェクト予算については，プロジェクト全体についての報告責任だけを負うこと
となった。予算の責任は部門責任者が負うとされたのである。

4.2.4　プロジェクトマネージャによる予算修正申告
月次の報告にあわせ，プロジェクトマネージャに各部門からのプロジェクト予算修正を

とりまとめさせ，申告させる制度を導入した。
これにより毎月プロジェクトに必要な予算額が明確になり，予算追加や，予算削減が部

門長達の判断によりなされることになった。
しかしその際，部門間での予算調整はなされなかった。部門を超えての予算調整は半期

に一度の事業部としての予算修正の際に行われた。
部門長達は自部門の予算の範囲内で，プロジェクト全体を念頭に他部門長と協議して，

予算の付け替えを行った。
例えばソフト部門長が製品Ａのソフト開発について追加予算が必要になったと判断した

場合，製品Ｂのソフト開発予算を製品Ａに付け替えることで，製品Ｂの開発作業に影響が
ないかどうかをハード部門長にも確認してから付け替えを行った。製品Ｂの予算が減額さ
れることによって製品Ｂのプロジェクト活動に支障がないかを確認してから，判断を行う
ようになったのである。

部門長のレベルで予算の調整が困難な場合は，部門長と事業部長の間での協議となっ
た。ただし，月次のタイミングでは頻繁にはなされなかった。

4.3　アクションリサーチの結果
仮説として設定した内容についての検証結果を整理する。

＜仮説１: プロジェクトマネージャは，予算達成のために部門をプロジェクトに貢献させ
ることを動機づけられる。その際，上位マネジメント層も巻き込もうとする＞

プロジェクトマネージャは予算については報告責任を負うのみであったが，部門メン
バーへ活動実績と予算に対する実績を関連づけて確認，調整を行うようになった。

製品仕様をプロジェクト内で明確にした上で，開発開始後もプロジェクトで内容の確認
を繰り返しおこなった。

部門長に対してプロジェクトマネージャは，製品仕様を実現するために必要な開発機能
の内容を具体的に部門長へ説明することで，プロジェクトに必要な予算や人的リソースの
確保に向け部門長の協力を促そうとした。

しかし，上位マネジメント層として事業部長が存在するものの，事業部長に働きかけて，
個別部門を越えてプロジェクトへの協力を働きかけることまではなされなかった。

＜仮説２: 部門責任者は，個々のプロジェクト予算達成を動機づけられる＞

部門が担当する個々のプロジェクト活動と予算の結びつきを強く意識することになっ
た。毎月プロジェクトマネージャがプロジェクト全体の予算に対する実績を説明し，その
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際に，部品であるソフトおよびハードの実績もプロジェクトごとに報告対象となったため
に，自部門が係わるプロジェクト活動と予算の結びつきを意識せざるを得なくなった。

部門長は，自部門が担当するプロジェク活動やその内容がプロジェクトにとって本当に
必要なのかを精査した上で，そのために必要な予算を見極めるようになった。

特に予算の大半を占める外注費について，委託する作業の内容と費用のバランスを精査
し，プロジェクトマネージャや他部門の部門責任者とも頻繁に調整を行った。結果的に削
減に成功した。しかし単にコスト削減に努めたわけではなく，高額ではあるが作業の確実
な外注業者への発注も行った。

＜仮説３: プロジェクト実行のための予算の裏づけが，部門の意向に優先してなされ，部
門もプロジェクトを最優先に運用する＞

常にプロジェクト全体としての活動計画・予算をベースに，活動が実施され予算が管理
されることになった。個別プロジェクトごとに，その全体についての業績評価が毎月実施
されるために，プロジェクト全体としての活動計画と予算の管理が常に意識されることに
なったのである。

ある部門において，プロジェクト間で予算付替が必要な事態が発生した場合には，その
部門の部門責任者が，関連するプロジェクトの関係者や他の部門責任者を交え，予算調整
を行おうとするようになった。事前調整を経て，部門責任者はプロジェクトマネージャに
プロジェクトから修正申告を申請させることを行うようになった。

＜仮説４: プロジェクトが業績評価の枠組みとして機能し，予算管理上の成果が実現する＞

プロジェクトごとに，ハード分の開発内容と予算，ソフト分の開発内容と予算，プロ
ジェクト全体としての製品仕様と予算が明確になることで，予算の精度が向上した。

製品仕様とそれに応じたソフト・ハードのそれぞれの機能内容がプロジェクト内で共有
された中で開発作業が始まり，その作業中もプロジェクトマネージャを中心として常にプ
ロジェクト内で活動状況や予算状況が共有され，その内容が毎月の進捗・予算会議の中で
評価を受けるため，その会議内の議論は具体的なものになり，部門責任者達からの指示出
し，プロジェクト側の対応も具体的で着実なものになっていった。

結果，PBGT 導入の初年度で，年度予算に対する約20% の実績オーバーという過年度
まで繰り返されていた状況が解消された。

また，契約締結時点での開発予算に対する実績超過という事態も，アクションリサーチ
開始前にスタートしていた案件では発生件数が従来との比較で約半分になり，アクション
リサーチ期間内に開始・終了した案件では，約１割にとどまり，従来約半数の案件で実績
が予算を超過していた事態が改善されることとなった。

また，これは発見事項であるが，製品単位で活動と予算の管理が実施されることで，詳
細設計や開発の段階で，製品間で類似機能を開発しようとしていることが判明するケース
が見られた。そのような場合は一方の製品についての開発を他方の製品開発に転用する判
断がとられた。無駄に製品開発を行うことが回避できたのである。
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５　考察

本研究は，マトリクス組織で業務を遂行する際におこりうる予算管理上の課題解決に貢
献する予算管理のフレームワーク構築を目指すものであり，下記のリサーチクエスチョン
を設定した。

＜リサーチクエスチョン＞：
PBGT に基づく予算管理がどのように機能して，プロジェクトをベースに予算管理が柔
軟に行われるようになり，予算管理上の成果が実現するのか。

このリサーチクエスチョンに応える形で，マトリクス組織における目的別組織であるプ
ロジェクトとその責任者であるプロジェクトマネージャと，もう一方の組織である部門組
織とその責任者がどのような役割を果たすようになるのかをアクションリサーチでの観察
結果を踏まえ考察する。

5.1　プロジェクト，およびプロジェクトマネージャの役割
今回のアクションリサーチでは，予算についてプロジェクトマネージャは業績を評価さ

れず，管理責任を問われなかった。ただ報告責任のみを負うことになった。
しかし予算管理そのものの責任はないとは言え，プロジェクトベースで予算が編成さ

れ，業績評価がなされる上に，プロジェクトマネージャがプロジェクトでの予実差異の状
況，予実差異の原因分析・対策案を報告することになり，結果部門側へ，活動実績に加え
て予算と実績を確認，プロジェクト推進上の課題発見・解決に努めることになる。

しかし，プロジェクト制を過去導入してきた企業でさえも，プロジェクトマネージャが
予算管理権限を与えられず責任も問われないことから，予算管理を動機づけられてこな
かったケースが多くみられる（7）。また本稿の事例でも，現場の開発メンバーは予算管理を
動機づけられてこなかった。従って，突然プロジェクトマネージャに任命されても，適切
に予算管理を行えない可能性がある。その場合①予算管理部門がどのような内容でプロ
ジェクトマネージャを支援するか，②プロジェクトマネージャの予算管理能力の育成，が
課題となる可能性がある。

5.2　部門，および部門責任者の役割
部門責任者は部門予算の達成を第一としながらも，その予算はプロジェクトから展開さ

れプロジェクトごとの活動との関係が明確であり，業績評価をうけることから，プロジェ
クト予算の達成を目指すことになる。

あるプロジェクトの予算について調整が必要であれば，独自の判断で部門予算の中でや
り繰りをするというわけにはいかず，プロジェクトマネージャや他部門の責任者と調整
し，上位マネジメント層との調整も行うことが必要になる。

部門責任者は部門が関わるプロジェクトのすべてについて責任を果たす必要があり，プ
（7） 多くの内資製薬企業の新薬開発プロジェクトマネージャは，予算管理について権限を付与されておらず責

任も問われず，ただ実行責任のみを負わされている。
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ロジェクト別に活動と予算に対する実績を評価されるので，個々のプロジェクトにおいて
実績を注意深くモニタリングすることになる。また活動自体の中身や必要性についても十
分精査してそれに見合う予算を投入することになる。それがコスト削減にもつながる。

しかし，部門責任者は予算管理権限の保持に固執する。予算管理をプロジェクトベース
に移行したにもかかわらず，管理権限はプロジェクトマネージャに移行できなかった。実
現のためには従来からの部門予算制度およびその下での部門責任者の責任と権限を再度設
計し直す必要もある。

６　むすび─今後の研究に向けて

本稿を通じてマトリクス組織での予算管理を検討していくにあたっての，有効な一例を
示せたと考えている。ただし，本稿は，Ａ社１社のみへ PBGT を適用した事例研究であり，
今後業種を問わずに事例研究を積み重ねる必要がある。

検証が今後必要な具体的な課題であるが，導入した PBGT は単年度を期間とする予算
管理に限ったものであり，プロジェクトが実態として複数年度に亘る場合が大半であれ
ば，複数年度に亘る予算管理をどのように行い，成果を実現するかは要検証課題である。

また業績評価・予算修正においては，部門間での予算修正は実施されなかった。一旦予
算がプロジェクトおよび部門予算として編成されると，個々の部門内でプロジェクト間で
の予算修正が実施されることはあっても，部門間での予算修正はなく，部門を跨ぐ組織と
してプロジェクトが設定されるのであれば，部門間での予算修正をどのように行うのかは
検証課題である。

部門間での予算修正については，Frow et al.（2010）の中で，部門責任者が上位のマネ
ジメント層に働きかけて予算修正を行うようになる動きも検証されているが，本稿の事例
ではそのような動きは見られなかった。

部門を超えての予算修正を実現するには，いわゆる部門予算制度のもとでの部門責任者
の権限・責任のあり方をどう修正する必要があるのかも要注意であろう。

次稿では，本稿と同じリサーチサイトにて，PBGT の中でプロジェクトの上位概念であ
るプログラムを導入したアクションリサーチについてとりまとめる予定である。PBGT で
は本来，プログラムおよびプロジェクトは一体として扱われるべきだが，リサーチサイト
では，まずプロジェクト，続いてプログラムと時系列で導入を行ったので，それに合わせ
て研究をまとめることについてご容赦頂きたい。
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〔抄　録〕

本稿は，部門中心の予算管理を行っている組織に，プロジェクトおよびプログラムを
ベースとする，部門にとらわれることのない予算管理フレームワークである PBGT を導
入し，予算を無駄なく効率よく運用する試みについてのアクションリサーチである。

プログラムは戦略を実行するためのシナリオであり，プロジェクトはプログラムの実行
計画である。

本稿のリサーチサイトでは，製品開発プロセスの大半において，各部門がその役割に応
じて活動を行い，部門を単位に予算管理が行われていた。結果的に，製品ベースで当初予
定していた開発予算を実績が超過してしまうケースが約半数の製品開発で見られた。また
特にソフトウェアの開発部門では，年度予算が年度末を迎える前に枯渇してしまってい
た。

そこで製品開発プロセス全体を通じて製品開発活動をプロジェクトとし，管理するプロ
ジェクトマネージャをプロジェクト別に置き，予算についても報告責任を負わせることに
した。

結果的に，製品別の開発予算の遵守率，ソフトウェア開発の予算遵守率ともに大幅に改
善されることになり，予算管理上の成果が実現した。


